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 Ⅰ 令和８・９年度の費用見込額 

 【１】療養給付費の推計 

 （１）１・２割負担者分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
      ※①の一人当たり療養給付費は端数があるため、①×②で計算された数値と一致しない 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年 度 令和７年度 伸び率 令和８年度 伸び率 令和９年度 

一人当たり療養給付費等（円） ① 835,794 3.19％ 862,494 4.30％ 899,540 

平均被保険者数 （人）    ② 1,042,353 2.66％ 1,070,035 1.30％ 1,083,952 

① × ②   （千円）   ③※ 871,192,583 5.94％ 922,898,352 5.65％ 975,058,193 

収入額  （千円）      ④   841,446  841,446 

療養給付費等 （千円） （③－④）   922,056,906  974,216,747 

令和８・９年度の費用見込額及び収入見込額の算出について 

◆ 一人当たり療養給付費等：項目別（療養給付費・療養費・移送費・高額療養費（現物・現金）・高額介護合算療養費）の過去の

実績（伸び率）に基づき算出。 
◆ 平均被保険者数：医療費請求にかかる、３月から２月までの平均被保険者数見込 
◆ 収入額：収入合計の過去５年平均値等に基づき算出。 
◆ 療養給付費等：一人当たり療養給付費等 × 平均被保険者数 － 収入想定額 
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 （２）３割負担者分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ※①の一人当たり療養給付費は端数があるため、①×②で計算された数値と一致しない 
 
 
 

 （３）１・２割負担者分と３割負担者分の合計 

年 度 令和８年度 令和９年度 

療養給付費等の総額 （千円） 1,000,075,342 1,062,769,134 

※ １・２割負担者分と３割負担者分の療養給付費等の額を合算。 

 

 【２】審査支払手数料等の推計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年 度 令和７年度 伸び率 令和８年度 伸び率 令和９年度 

一人当たり療養給付費等（円） ① 695,134 9.86％ 763,660 12.12％ 856,224 
平均被保険者数 （人）    ② 99,674 2.58％ 102,248 1.22％ 103,497 

① × ②   （千円）   ③※ 69,286,737 12.69％ 78,082,668 13.49％ 88,616,619 

収入額  （千円）      ④   64,232  64,232 

療養給付費等 （千円） （③－④）   78,018,436  88,552,387 

年 度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

審査支払手数料等（千円） 2,164,358 2,317,747 2,482,081 

◆ 上記表中の見込額の算出については、１・２割負担者と同じ。 

◆ 令和８年度及び令和９年度の審査支払手数料及びレセプトオンライン請求システム手数料の件数は、令和７年度の

見込件数を基に、前年度までの伸び率（実績）を乗じて算出。 
その件数に一件当たりの手数料額（審査支払手数料５７円、レセプトオンライン請求システム手数料０．７６円）

を乗じてそれぞれの手数料額を算出し合算。 
※令和７年度の見込件数は、令和７年１０月までの実績のうち最大件数月に１２か月を乗じて算出。 
※審査支払手数料の推移：平成２４年度＠８５．１７円 平成２５年度＠７５円 平成２６、２７年度＠６０円 
 平成２８年度～令和７年度＠５７円 
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【３】財政安定化基金拠出金の推計

【４】特別高額医療費共同事業拠出金の推計

【５】出産育児支援金の推計

年 度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

財政安定化基金拠出金（千円） 0 0 0

年 度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

共同事業拠出金額 （千円） 1,099,507 1,428,455 1,999,656

年 度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

出産育児支援金（千円） 612,816 1,437,873 1,437,873

◆ 令和７年度の見込額及び過去の実績の伸び率を勘案し、令和８年度及び令和９年度の見込額を算出。

◆ 県では、財政安定化基金の残高（令和７年度末：約１０３億円）が、令和８年度及び令和９年度の２年間に考えられ

る保険料収入不足や医療給付費の急増などの不測の財政リスクに備えるのに十分な額であると判断して、拠出率は０

としている。

◆ 国・県・広域連合が、財政安定化基金に平成２０年度～平成２５年度は医療給付費見込額の０．０９％、平成２６年

度及び平成２７年度は医療給付費見込額の０．０４４％ずつを拠出。

◆ 「令和８・９年度保険料率の試算について（第２回）」（令和 7 年 12 月 26 日付け厚生労働省保険局高齢者医療課事務連絡）に記載

の算出方法による

◆ 後期高齢者医療制度全体の影響額 260 億円×令和６年度平均被保険者数(埼玉県)1,111,160 人

÷同年度平均被保険者数(全国)20,092,284 人 
円
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【６】流行初期医療確保拠出金等の推計

【７】高齢者保健事業関連費用の推計

年 度 令和８年度 令和９年度

流行初期医療確保拠出金（千円） 0 0

年 度
令和８年度

受診見込者数
令和８年度

令和９年度

受診見込者数
令和９年度

健康診査委託料、助成金（千円） 432,292 人 4,303,199 448,129 人 4,460,703 
歯科健康診査補助、委託料（千円） 29,300 人 201,915 30,700 人 207,925 
市町村高齢者保健事業等補助（千円） － 774,329 － 890,778 
適正服薬等推進事業委託料（千円） － 16,426 － 17,115 
健康づくりリーフレット作成委託料（千円） － 1,585 － 1,585 
高齢者保健事業実施計画改訂版策定支援業務

委託料（千円）
－ 16,830 － 0 

研修会経費（千円） － 269 － 428 
介護予防との一体的実施委託料（千円） － 736,000 － 736,000 

合計（千円）  6,050,553  6,314,534 

◆ 各広域連合は支払基金に対して当該拠出金を納付することとしているが、「令和８・９年度保険料率の試算について（第

２回）」（令和 7 年 12 月 26 日付け厚生労働省保険局高齢者医療課事務連絡）にて、当該拠出金は医療給付費の減少を賄

う性質のもので、保険料賦課総額を増加させるものではないこと、また、拠出金額は微少であって保険料には影響しな

い程度であることが想定されるため、保険料率の試算において見込まないこととして差し支えないとされている。
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【８】葬祭費の推計

年 度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

葬祭費（千円） 3,318,400 3,695,000 4,115,000

◆ 健康診査委託料については、令和７年度の実施状況（除外対象者数及び人間ドック受診者数）及び各年度の被保険
者数に受診率（令和８年度：４０．０％・令和９年度：４１．０％）を乗じて算出した人数から、健診受診見込者
数を算出し、その数に一人当たりの健診委託料（令和８年度・令和９年度ともに基本項目＠８，５１４円、事務経
費＠対象者割１４６円、受診者割２３０円）を乗じ、委託料額を算出。
さらに、詳細項目受診見込者数（貧血検査：受診者全員、心電図検査：受診者の３６．８％）を算出し、その数に
一人当たりの委託料（令和８年度・令和９年度ともに貧血検査＠２３８円、心電図検査＠１，４３０円）を乗じ、
詳細項目委託料を算出。
両者を合算して、各年度の健康診査委託料を算出。

◆ 市町村が実施する歯科健康診査に対する補助については、令和７年度の実施状況から各年度の健診受診見込者数を
算出し、その数に一人当たりの補助額（令和８年度・令和９年度ともに住民税課税世帯評価有１，８１７円、課税
世帯評価無１，０９７円、非課税世帯評価有２，３３７円、非課税世帯評価無１，４１０円）を乗じ補助額を算出。 
県歯科医師会に委託する歯科健康診査委託料については、前年度に７５歳及び８０歳となった被保険者数に受診率
（令和８年度：１２．５％、令和９年度：１３．０％）を乗じて、健診受診見込者数を算出し、その数に一人当た
りの委託料（令和８年度・令和９年度ともに４，７４１円）を乗じ、委託料を算出。

◆ 介護予防との一体的実施委託料については、委託料単価を、①企画調整担当者人件費相当分として１市町村当たり
６，２００千円（１０圏域を超える毎に６，２００千円上乗せ）、②地域の取組に係る経費として１圏域当たり１，
０００千円と見込み、令和８年度・令和９年度ともに、①７０市町村分（６３＋上乗せ７）、②３０２圏域分を見込
み、委託料総額を算出。

◆ 過去の実績及び令和７年度の見込額に支給申請率及び伸び率を勘案し、令和８年度及び令和９年度の支給見込額を

算出。

◆ 葬祭費：50,000 円
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 【９】子ども・子育て支援納付金の推計 

 

 

 

 

 
 
       
                      

年 度 令和７年度 令和８年度  

 子ども・子育て支援納付金（千円） なし 3,477,372 － 

◆ 「令和８・９年度保険料率の試算について（第２回）」（令和 7 年 12 月 26 日付け厚生労働省保険局高齢者医療課事務連絡）に

記載の算出方法による 
◆ 令和８年度概算後期高齢者医療広域連合納付金総額 588 億円×（令和６年度平均被保険者数(埼玉県)1,111,160 人÷令和６年度

平均被保険者数(全国)20,099,543 人）×（令和６年度所得係数 1.06892142060 (埼玉県)）＝令和８年度概算支援納付金額(埼玉

県)3,477,371,711 円 



 

7 
 

 

 費用額一覧 

 基礎賦課分・・・【１】～【８】で算出した推計額を合計                     （千円） 

 
 子ども・子育て支援納付金分・・・【９】で算出した推計額（千円） 

年 度 令和８年度 令和９年度 令和８年度＋令和９年度 

【１】 療養給付費等 1,000,075,342 1,062,769,134 2,062,844,476 

【２】 審査支払手数料等 2,317,747 2,482,081 4,799,828 

【３】 財政安定化基金拠出金 0 0 0 

【４】 特別高額医療費 
共同事業拠出金 1,428,455 1,999,656 3,428,111 

【５】 出産育児支援金 1,437,873 1,437,873 2,875,746 

【６】 流行初期医療確保拠出金等 0 0 0 

【７】 高齢者保健事業関連費用 6,050,553 6,314,534 12,365,087 

【８】 葬祭費 3,695,000 4,115,000 7,810,000 

合   計 1,015,004,970 1,079,118,278 2,094,123,248 

年 度 令和８年度   

【９】 子ども・子育て支援納付金 3,477,372   
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Ⅱ 令和８・９年度の収入見込額 

【１】国庫負担金（高額医療費公費負担を含む）の推計

年度
療養給付費負担対象額

（１・２割負担者分）
割合 高額医療費公費負担額（国） 国庫負担金

令和８年度 922,056,906（千円） × ３／１２ ＋ 7,483,137（千円） ＝ 237,997,363（千円） 

令和９年度 974,216,747（千円） × ３／１２ ＋ 8,632,113（千円） ＝ 252,186,300（千円） 

【２】埼玉県負担金（高額医療費公費負担を含む）の推計

年度
療養給付費負担対象額

（１・２割負担者分）
割合 高額医療費公費負担額（県） 埼玉県負担金

令和８年度 922,056,906（千円） × １／１２ ＋ 7,483,137（千円） ＝ 84,321,212（千円） 

令和９年度 974,216,747（千円） × １／１２ ＋ 8,632,113（千円） ＝ 89,816,842（千円） 

年度
療養給付費等

（１・２割負担者分）
収入額 療養給付費負担対象額

令和８年度 922,898,352（千円） － 841,446（千円） = 922,056,906（千円） 
令和９年度 975,058,193（千円） － 841,446（千円） = 974,216,747（千円） 

年度 高額医療費負担対象額 割合 高額医療費公費負担

令和８年度 29,932,547（千円） × １／４ = 7,483,137（千円） 
令和９年度 34,528,452（千円） × １／４ = 8,632,113（千円） 

《計算式》国庫負担金 ＝ 療養給付費負担対象額（１・２割負担者分）※１ × ３／１２ ＋ 高額医療費公費負担額 ※２（国負担分） 

※２ 高額医療費公費負担額 ＝ 高額医療費負担対象額  × １／４ （国・県とも）

《計算式》埼玉県負担金 ＝ 療養給付費負担対象額（１・２割負担者分）※１ × １／１２ ＋ 高額医療費公費負担額 ※２（県負担分） 

※１ 療養給付費負担対象額（１・２割負担者分） ＝ 療養給付費等（１・２割負担者分） － 収入

収入額：収入合計の過去５年平均値等に基づき算出。 
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【３】市町村負担金の推計

年度
療養給付費負担対象額

（１・２割負担者分）
割合 市町村負担金

令和８年度 922,056,906（千円） × １／１２ = 76,838,075（千円） 

令和９年度 974,216,747（千円） × １／１２ = 81,184,729（千円） 

【４】普通調整交付金の推計

《計算式》市町村負担金 ＝ 療養給付費負担対象額（１・２割負担者分）※１ × １／１２ 

《計算式》 普通調整交付金 ＝ （１）調整対象需要額 －（２）調整対象収入額

（１） 調整対象需要額 ＝｛ 療養給付費等（総額）× 後期高齢者負担率 ※１ － 高額医療費公費負担

＋ 療養給付費等（１・２割負担者分）×（ １／１２ ×調整係数 ※２ ）－ 特別調整控除額 ※５ ｝
×補正係数 ※３

（２） 調整対象収入額  ＝｛ （ 療養給付費等（総額）×後期高齢者負担率 ※１ － 高額医療費公費負担 ）× ０．４７

＋ （ 療養給付費等（総額）×後期高齢者負担率 ※１ － 高額医療費公費負担 ）
×（０．５３×所得係数 ※４ ）｝× 補正係数 ※３

※１ 後期高齢者負担率：国（厚生労働省）から示された数値 平成２８・２９年度１０．９９％、平成３０・３１年度１１．１８％、

令和 ２・ ３年度１１．４１％、令和 ４・ ５年度１１．７２％、

令和 ６・ ７年度１２．６７％、令和 ８・ ９年度１３．２７％

※２ 調整係数：国（厚生労働省）から示された数値 令和８年度＝０．９４１８  令和９年度＝０．９４２１

※３ 補正係数：国（厚生労働省）から示された数値 令和８年度＝１．００５１

令和９年度＝１．００５０

※４ 所得係数：当該広域連合一人当たり平均所得額 ÷ 全国一人当たり平均所得額

● 埼玉県一人当たり平均所得額 ＝ ６４９，８３４円 ● 全国一人当たり平均所得額 ＝ ５７９，５３３円

所得係数 ＝ １．１２１３０６２９３１７（令和７年度暫定）

１．１１５００２９５５５８（令和８年度見込値）

１．１０８７３５０５１７２（令和９年度見込値）

上記、令和７年度の暫定所得係数を含む過去５年間の所得係数の増減率の平均割合を算出し、令和７年度暫定所得係数に乗じて令和

８年度所得係数見込値を算出。令和８年度所得係数見込値に同じ平均割合を乗じて令和９年度所得係数見込値を算出。

※５ 特別調整控除額：調整対象需要額の算定にかかる特別調整控除額については、後期高齢者医療の調整交付金の交付額の算定に関する省

令第６条第４号～第９号にかかる費用のみが算定対象。
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  普通調整交付金の算出 

年度 調整対象需要額  調整対象収入額  普通調整交付金 

令和８年度 191,266,557（千円） － 125,549,404（千円） ＝ 65,717,153（千円） 

令和９年度 201,437,793（千円） － 131,544,630（千円） ＝ 69,893,163（千円） 

 【５】特別調整交付金の推計 

 
 

年度 特別調整交付金 

令和８年度 1,472,652（千円） 

令和９年度 1,502,807（千円） 

 【６】後期高齢者交付金の推計 

 
 
 
 

年度 療養給付費負担対象額

（１・２割負担者分） 
 割合  療養給付費負担対象額

（３割負担者分） 
 割合  後期高齢者交付金 

令和８年度 922,056,906（千円） × {１－(13.27%＋50/100)} ＋ 78,018,436（千円） × (１－13.27%) ＝ 406,336,890（千円） 

令和９年度 974,216,747（千円） × {１－(13.27%＋50/100)} ＋ 88,552,388（千円） × (１－13.27%) ＝ 434,631,296（千円） 
 
 

年度 療養給付費等 
（３割負担者分）  収入額  療養給付費負担対象額 

令和８年度 78,082,668（千円） － 64,232（千円） = 78,018,436（千円） 
令和９年度 88,616,620（千円） － 64,232（千円） = 88,552,388（千円） 

 
 
 

令和７年度の実績、令和８年度及び令和９年度の事業実施見込みを基に額を算出。 

《計算式》 後期高齢者交付金 ＝  療養給付費負担対象額（１・２割負担者分）  × ｛ １－（ 13.27％ ＋ 50/100） ｝ 
＋ 療養給付費負担対象額（３割負担者分）※１ ×（ １－ 13.27% ） 

※１ 療養給付費負担対象額（３割負担者分） ＝ 療養給付費等（３割負担者分） － 収入額 

収入額：収入合計の過去５年平均値等に基づき算出。 
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 【７】特別高額医療費共同事業交付金の推計 

年度 特別高額医療費共同事業拠出金  特別高額医療費共同事業交付金 

令和８年度 1,428,455（千円） ＝ 1,428,455（千円） 

令和９年度 1,999,656（千円） ＝ 1,999,656（千円） 

 【８】国の補助金の推計 

 
 
 
 

年度 
健康診査事業費補助金 

特別高額医療費

共同事業補助金 

 
国の補助金 医科健康診査分 

 ＋ 歯科健康診査分 
  

令和８年度 837,393（千円） ＋ 55,859（千円） ＋ 62,414（千円） ＝ 955,666（千円） 

令和９年度 877,327（千円） ＋ 58,440（千円） ＋ 64,013（千円） ＝ 999,780（千円） 

 【９】財政安定化基金 

 
 
 
 
  ※１ 特例交付可能額（４６億円）＝令和７年度末基金残高（１０３億円）－ 保有しておくべき基金残高（５７億円）   
  ※２ 後期高齢者負担率：国（厚生労働省）から示された数値  令和８・９年度 １３．２７％、令和１０・１１年度 １３．６５％（見込）、 
                                                                   令和１２・１３年度１３．８６％（見込） 
 
 

 
 
 
  
 
 

財政安定化基金（２年度合計） 

2,300,000（千円） 

年度 財政安定化基金 

令和８年度 1,150,000（千円） 

令和９年度 1,150,000（千円） 

健康診査事業費補助金の医科健康診査分及び歯科健康診査分に、特別高額医療費共同事業補助金を加え、国の補助金額を算出。 

【年度別の内訳】 

「後期高齢者医療の財政安定化基金の特例交付について」（令和 7 年 7 月 7 日付け厚生労働省保険局高齢者医療課事務連絡）に基づき算

出した特例交付可能額４６億円※１のうち、令和８年度から令和１３年度までの後期高齢者負担率※２の伸びに応じて按分した２３億円

を収入額に計上。 
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【１０】保険料等剰余金

保険料等剰余金（２年度合計）

11,000,000（千円） 

年度 保険料等剰余金

令和８年度 4,040,925（千円） 

令和９年度 6,959,075（千円） 

【年度別の内訳】 

令和７年度末の保険料等剰余金残高（保険給付費支払基金残高見込額）１１０億円を収入額に計上。



13 

収入額一覧

基礎賦課分・・・【１】～【１０】で算出した推計額を合計 
（千円）

子ども・子育て支援納付金分・・・なし 

年 度 令和８年度 令和９年度 令和８年度＋令和９年度

【１】
国庫負担金

（高額医療費公費負担含む）
237,997,363 252,186,300 490,183,663

【２】
埼玉県負担金

（高額医療費公費負担含む）
84,321,212 89,816,842 174,138,054

【３】 市町村負担金 76,838,075 81,184,729 158,022,804

【４】 普通調整交付金 65,717,153 69,893,163 135,610,316

【５】 特別調整交付金 1,472,652 1,502,807 2,975,459

【６】 後期高齢者交付金 406,336,890 434,631,296 840,968,186

【７】 特別高額医療費共同事業交付金 1,428,455 1,999,656 3,428,111

【８】 国の補助金 955,666 999,780 1,955,446

【９】 財政安定化基金 1,150,000 1,150,000 2,300,000

【１０】 保険料等剰余金 4,040,925 6,959,075 11,000,000

合   計 880,258,391 940,323,648 1,820,582,039
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年度別・月別被保険者数の実績及び見込 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 
平均被保

険者数 
対前年比 

令和４年度 996,533 1,000,330 1,004,664 1,009,830 1,014,281 1,019,005 1,023,625 1,027,082 1,029,222 1,035,183 1,040,083 1,044,953 1,020,399 1.050 

令和５年度 1,049,337 1,052,299 1,055,196 1,058,721 1,062,285 1,066,076 1,069,566 1,072,985 1,078,910 1,086,786 1,092,981 1,099,211 1,067,977 1.047 

令和６年度 1,092,653 1,095,999 1,099,119 1,102,581 1,106,287 1,110,552 1,114,255 1,117,551 1,120,160 1,122,014 1,124,800 1,127,947 1,111,160 1.040 

令和７年度 

（見込） 
1,130,623 1,132,720 1,134,932 1,137,817 1,141,173 1,144,121 1,146,942 1,149,312 1,151,765 1,153,440 1,156,073 1,159,076 1,144,833 1.030 

令和８年度 

（見込） 
1,161,862 1,163,818 1,165,875 1,168,602 1,171,310 1,174,193 1,176,891 1,178,887 1,179,945 1,182,720 1,185,168 1,187,939 1,174,767 1.026 

令和９年度 

（見込） 
1,188,125 1,188,170 1,188,195 1,188,304 1,188,387 1,188,641 1,188,701 1,188,760 1,188,824 1,188,948 1,188,975 1,189,084 1,188,593 1.012 

（被保険者数：人） 

※被保険者数の実績及び見込について

○令和７年度１１月までは、厚労省報告（月報）の実績値。令和７年１２月から令和８年３月までの数値は、

過去の被保険者数の対前月伸び率の実績を基に算出。

○令和８年度及び令和９年度の見込は、埼玉県が公表している年齢（各歳）別・男女別人口データを基に７５歳

以上人口を推計し、過去の７５歳以上人口と平均被保険者数の割合等を用いて平均被保険者数を算出。

各月の被保険者数の見込は、平均被保険者数を基に対前月伸び率等から算出。




